
資料８ 

業務管理体制の整備の届出について 

 

要旨 

（基本的事項） 

・不正事案の再発防止、未然防止の観点から、平成 24 年から業務管理体制の整備が義務づ

けられている。 

・全事業所において、法令遵守責任者を設置し、届け出る必要がある。（既に介護保険法

における届出を済ませている事業所においても別途届出が必要。） 

・整備の内容、届出の種類等の詳細については別添の「障害福祉サービス事業者等の業務

管理体制の整備の届出について」を参照。 

・法人が京都府以外の都道府県にも事業所を開設した場合は、京都府に「区分に係る届出」

をした上で、厚生労働省へ法令遵守責任者を届け出ること。 

・法令遵守責任者は、法人内での役割・業務を明確にするとともに、関係法令の把握、従

業者に対する法令等の周知徹底、従業者への研修実施、苦情相談等の情報把握に取り組

むこと。 



障害福祉サービス事業者等の業務管理体制の整備の届出について 

 
平成２４年４月から、指定障害福祉サービス事業者等（以下「指定障害福祉サービス事業者等」

という。）は法令を遵守するための体制の確保に係る責任者の選任、業務が法令に適合することを

確保するための規程の整備などの「法令遵守等の業務管理体制の整備」が義務付けられています。 

整備すべき項目については、指定を受けている事業所又は施設（以下「事業所等」という）の数

に応じ定められており、指定障害福祉サービス事業者等はその内容を、関係行政機関に届け出る必

要があります。 

 

１ 業務管理体制の整備の対象となる事業者 

（１）障害者総合支援法 

   ・指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の設置者 

   ・指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者  

 

（２）児童福祉法 

   ・指定障害児通所支援事業者 

   ・指定障害児入所施設の設置者 

   ・指定障害児相談支援事業者 

 

  ※ それぞれの事業者ごとに届出が必要です。 

  ※ すでに介護サービス（介護保険法）における届出を済ませている事業者についても、別途

届出が必要です。  

  ※ 地域生活支援事業（移動支援等）や基準該当事業所は、対象外です。 

 

２ 業務管理体制の整備の内容 

  業務管理体制の整備の内容は、事業所等の数に応じて定められています。 

対象となる指定障害福祉サービス事業者等 必要な業務管理体制の整備の内容 

a. 全ての指定障害福祉サービス事業者等 ・指定事業者等の名称又は氏名 

・指定事業者等の主たる事務所の所在地 

・指定事業者等の代表者の氏名、生年月日、 

住所、職名 

・法令遵守責任者の氏名、生年月日 

b. 事業所等の数が 20以上の指定事業者等 a に加え、法令遵守規程の概要 

c. 事業所等の数が 100 以上の指定事業者等 a、b に加え、業務執行の状況の監査の方法の

概要 

※ 事業所数は、法律ごと、条文ごと、サービスごとに数えます。  

  ※ 届出については、法律ごと、条文ごとに届出書を提出してください。 

 

３ 届出の種類 

  以下の区分に応じて、【新規届・区分の変更に係る届出（以上第１号様式）】、【変更届（第２号

様式）】が必要です。区分変更に係る届出は、「４ 届出先」が変更になった場合の手続きです。 

(1)法律ごと、条文ごと 

根拠法令・条文 対象者 届出様式 

障害者総合 

支援法 

第 51 条の 2 指定障害福祉サービ

ス事業者及び 

指定障害者支援施設

の設置者 

【障害者関係】 

第１号様式 

（変更の場合は第２号様

式） 

第 51 条の 31 指定一般相談支援事

業者及び 

特定相談支援事業者 



児童福祉法 第 21 条の５の 25 指定障害児通所支援

事業者 

【障害児関係】 

第１号様式 

（変更の場合は第２号様

式） 

第 24 条の 19 の２ 指定障害児入所施設

の設置者 

第 24 条の 38 指定障害児相談支援

事業者 

 (例)府内の同一所在地に、障害福祉サービス事業所（短期入所事業所）及び一般相談支援事業所

がある場合・・・様式第１号を京都府に２枚提出、事業所数は各１ 

 

（２）サービスごと 

   ・事業所の数は、指定を受けたサービス種別ごとに１事業所と数えます。 

   ・事業所番号が同一でも、サービス種類が異なる場合は、異なる事業所として数えます。 

    (例１) 同一の事業所が居宅介護と重度訪問介護の指定を受けている場合 

⇒事業所数は２ 

    (例２) 同一の事業所が児童発達支援と放課後等デイサービスの指定を受けている場合 

        ⇒事業所数は２ 

   ・多機能型事業所においても、サービス種別ごとに１事業所と数えます。 

       (例１)生活介護と就労移行支援を行う一つの多機能型事業所の場合 

⇒事業所数は２ 

       (例２)児童発達支援と保育所等訪問支援を行う一つの多機能型事業所の場合 

⇒事業所数は２ 

   ・障害者支援施設が、施設入所支援、生活介護、自立訓練を提供する場合 

⇒１事業所と数えます。 

   ・一般相談支援事業所にかかる事業所数は、地域移行支援、地域定着支援のそれぞれで事業

所数を数えます。 

       (例) 地域移行支援、地域定着支援のいずれの指定も受けている場合 

⇒事業所数は２ 

   ・従たる事業所（出張所等）は、本体事業所と合わせて１事業所と数えます。 

 

（３）変更届 

     ①区分の変更に係る届出（第１号様式） 

４により、届出先が京都府から厚生労働省又は市町村に変わった場合は、新たな届出先

の他、京都府にも届出が必要です。 

     ②変更届（第２号様式） 

以下の届出内容を変更した場合、届出先に提出願います。 

１ 事業者の名称及び法人の種別 

２ 事業者の住所（主たる事務所の所在地）及び連絡先 

３ 代表者の氏名及び生年月日 

４ 代表者の職名及び住所 

５ 事業所等の名称等及び所在地 

６ 法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

８ 業務執行の状況の監査の方法の概要 

＊ 事業所等の指定や廃止等により事業所等の数に変更が生じ、かつ、整備する業務管

理体制（項目６～８）に変更があった場合に限り、届出が必要です。 

例１）事業所数が１０から１１に増えた場合 

⇒届出不要 

例２）事業所数が１９から２０に増えた場合 

⇒新たに７に係る体制整備が必要なため届出が必要 

 



４ 届出先 

  届出先は、事業所等の所在地によって決まるものであり、事業者（法人）の所在地ではありま

せんので御留意願います。法律ごと、条文ごとに届出を行う必要があります。 

区分 届出先 

(1)事業所等が２以上の都道府県に所在する事業者 厚生労働省本省（社会・援護局障

害保健福祉部企画課監査指導室） 

(2)特定相談支援事業又は障害児相談支援事業を行う事業

者であって、特定相談支援事業所、障害児相談支援事

業所が１の市町村にのみ所在する事業者 

市町村 

(3)全ての事業所が京都市内に所在する事業者 京都市 

(4)(1)～(3)以外の事業者 京都府 

 

＜(4)の場合の受付窓口＞ 

基本的には事業所所在地を所管する保健所福祉課で受け付けています。 

ただし、法人内に複数の事業所があり、京都市及び複数の保健所管内に所在する場合は京都府

障害者支援課で受け付けています。 

なお、事業所の数は法律ごと、条文ごとに数えます。 

 

（京都府障害者支援課に提出いただく例） 

例１）京都市内及び京都市外（府内）に事業所がある 

例２）複数の保健所管内に事業所がある 

 

◆各種様式掲載場所 

 http://www.pref.kyoto.jp/shogaishien/1352966430756.html 

 


